
 

○草津市中小企業等DX推進補助金 

令和８年４月１日 

告示第２２５号 

（趣旨） 

第１条 第１条 市長は、市内における産業振興を図るため、市内事業者でデジタルト

ランスフォーメーション（以下「DX」という。）人材を育成するとともに機器等の導

入や運用を行い、競争力の維持、強化および拡充をしようとする者に対して、予算の

範囲内において草津市中小企業等DX推進補助金（以下「補助金」という。）を交付す

るものとし、その交付に関しては、草津市補助金等交付規則（昭和５９年草津市規則

第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) DX 企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用

して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革すると

ともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優

位性を確立することをいう。 

(2) DX人材 デジタル技術に関する技術やスキルを持ち、その能力を活用して自社

のDX化を推進する人材をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する者また

は同法第２条第５項に規定する小規模企業者であること。 

(2) 主たる事業の内容が、総務省の定める日本標準産業分類において「製造業」以

外の業種であること。 

(3) 市内に事業所等（仮設または臨時の店舗その他の設置が恒常的なものでないも

のを除く。）を設置し、補助対象事業を実施できること。 



(4) 市税の滞納がないこと。 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団もしくは同条第６号に規定する暴力団員またはこれ

らと密接な関係を有する者でないこと。 

(6) 補助金の交付対象となる事業において、市の他の補助金の交付を受けていない

こと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付対象

としない。 

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）の規定による許可または届出を要する事業を営む者 

(2) フランチャイズ契約またはこれに類する契約に基づく事業を営もうとする者 

(3) 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団

体に係る活動をしようとする者 

(4) 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体に係る活

動をしようとする者 

(5) その他市長が適当でないと認める者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、専門家等の指導を通じてDX人材を育成し、必

要な機器等の導入や運用を行う事業であって、次の各号のいずれにも該当するものと

する。 

 (1) 業務効率化、経営課題の解決および競争力の強化を図る事業であること。 

  (2) 社内での人材育成やデジタル活用の取組が、市内経済の振興に寄与するもので

あること。 

（補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率およ

び補助限度額は、別表のとおりとする。ただし、消費税および地方消費税は除く。 

２ 補助金の額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。（番号繰り上

げ） 

３ 一の補助対象者が補助金の交付を受けることができる回数は、１回までとする。（番



号繰り上げ） 

（交付申請書の添付書類） 

第６条 規則第３条第１項に規定する補助金等交付申請書の添付書類は、同項の規定に

かかわらず、次に掲げるとおりとする。 

(1) 計画概要書（別記様式第１号） 

(2) 実施する事業に関する補足説明資料 

(3) 法人の場合にあっては、履歴事項全部証明書の写し 

(4) 個人事業主の場合にあっては、開業届の写し 

(5) 財務明細書（貸借対照表、損益計算書） 

(6) 市税の納税証明書 

(7) その他市長が必要とする書類 

（実績報告書の添付書類） 

第７条 規則第１３条に規定する補助事業等実績報告書の添付書類は、次に掲げるとお

りとする。 

(1) 実績概要報告書（別記様式第２号） 

(2) 事業に要した費用の支払を証する書類の写し 

(3) その他市長が必要とする書類 

２ 前項の補助事業等実績報告書の提出期限は、事業完了後１月以内または当該補助金

の交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月１０日までのいずれか早い日ま

でとする。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 



別表（第５条第１項関係） 

備考 人材育成に係る補助金の合計額は、補助金合計額の１/４以上とする

補助対象経費 補助限度

額 

補助率 

区

分 

経費区分 内容 

環 

境 

整 

備 

機器購入費 業務プロセス等の質的向上のために必

要となる機器を購入するための費用

（汎用的に使用する場合は、パソコン、

タブレット、スマートフォン等は対象

外） 

環境整備 

３０万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１／２ 

ソフトウェア 

購入費 

導入型ソフトウェア等（業務ソフトウ

ェアに限る）のデジタル化により生産

性向上等につながるもの 

使用料 業務管理ツール利用料、業務ソフトウ

ェア利用料、リモートアクセスツール

利用料、グループウェア（ワークフロ

ー、リモートワークアプリ）利用料等 

人 

材 

育 

成 

eラーニング等の

受講に要する経

費 

受講料、負担金、教材費、管理料、登

録料等 

人材育成 

３０万円 

外部の講師を招

いて実施する内

部研修に要する

経費 

謝礼、旅費、教材費、会場費、設備使

用料等 

外部研修の参加

に要する経費 

受講料、負担金、教材費、旅費等 

外部の専門家を

招いて技術指導

を受ける費用 

謝礼、旅費等 









 

 



 


